
 

事 業 報 告 書 

 
 

Ⅰ． 核燃料サイクル開発機構の概要 

 

 

１． 業務内容 

 

目  的 

原子力基本法に基づき、平和の目的に限り、高速増殖炉及びこれに必要な核燃料物質の開発並び

に核燃料物質の再処理並びに高レベル放射性廃棄物の処理及び処分に関する技術の開発を計画的

かつ効率的に行うとともに、これらの成果の普及等を行い、もって原子力の開発及び利用の促進に寄

与すること。 （核燃料サイクル開発機構法第１条） 

 

業務の範囲 

機構は、第１条の目的を達成するため、次の業務を行う。 

１  核燃料サイクル（原子炉に燃料として使用した核燃料物質を再度原子炉に燃料として使用す

ることにより核燃料物質を有効に利用するために必要な一連の行為の体系をいう。）を技術的に

確立するために必要な業務で次に掲げるものを行うこと。 

イ  高速増殖炉の開発（実証炉を建設することにより行うものを除く。）及びこれに必要な研究 

ロ  イに掲げる業務に必要な核燃料物質の開発及びこれに必要な研究 

ハ  核燃料物質の再処理に関する技術の開発及びこれに必要な研究 

ニ  ハに掲げる業務に伴い発生する高レベル放射性廃棄物の処理及び処分に関する技術の

開発及びこれに必要な研究 

２  前号に掲げる業務に係る成果について、技術の提供その他の方法により、普及を行うこと。 

３  前２号の業務に附帯する業務を行うこと。 

４  前３号に掲げるもののほか、第１条の目的を達成するため必要な業務を行うこと。 

 （核燃料サイクル開発機構法第２４条） 

 

 

２． 事務所の所在地 

 

本 社 〒３１９－１１８４ 茨城県那珂郡東海村村松４番地４９ 

 電話番号 ０２９－２８２－１１２２（代） 

 

敦賀本部 〒９１４－８５８５ 福井県敦賀市木崎６５号２０番 

 電話番号 ０７７０－２３－３０２１（代） 

 

事 業 所 東海事業所 

 〒３１９－１１９４ 茨城県那珂郡東海村村松４番地３３ 

 電話番号 ０２９－２８２－１１１１（代） 

 

 大洗工学センター 

 〒３１１－１３９３ 茨城県東茨城郡大洗町成田町４００２番 

 電話番号 ０２９－２６７－４１４１（代） 

 

 



 

 人形峠環境技術センター 

 〒７０８－０６９８ 岡山県苫田郡鏡野町上斎原１５５０番地 

 電話番号 ０８６８－４４－２２１１（代） 

 

 東濃地科学センター 

 〒５０９－５１０２ 岐阜県土岐市泉町定林寺字園戸９５９番地３１ 

 電話番号 ０５７２－５３－０２１１（代） 

 

 新型転換炉ふげん発電所 

 〒９１４－８５１０ 福井県敦賀市明神町３番地 

 電話番号 ０７７０－２６－１２２１（代） 

 

 高速増殖炉もんじゅ建設所 

 〒９１９－１２７９ 福井県敦賀市白木２丁目１番地 

 電話番号 ０７７０－３９－１０３１（代） 

 

幌延深地層研究センター 

 〒０９８－３２０７ 北海道天塩郡幌延町宮園町１番地８ 

 電話番号 ０１６３２－５－２０２２（代） 

 

事 務 所       東京事務所 

〒１００－８５７７  東京都千代田区内幸町 2 丁目１番８号 

電話番号    ０３－５１５７－１９１１（代） 

 

 

３． 資本金の状況 

 

核燃料サイクル開発機構の資本金は、平成１７年９月３０日現在で３兆１６１億円となっており、平成１６

年度末と同額である。 

 

（資本金内訳） （単位：千円） 

 
 

平 成 1６ 年 度 末 
平 成 1 ７ 年 度 

増 加 額 

 

平成１７年９月３０日現在 

政 府 出 資 金 
 

（内訳） 一 般 会 計 

    特 別 会 計 

２，９２２，５８７，２７２ 

 

１，４５３，５４３，４３５ 

１，４６９，０４３，８３７ 

０ 

 

０ 

０ 

２，９２２，５８７，２７２ 

 

１，４５３，５４３，４３５ 

１，４６９，０４３，８３７ 

民 間 出 資 金 ９３，５６３，３９４ ０ ９３，５６３，３９４ 

計 ３，０１６，１５０，６６６ ０ ３，０１６，１５０，６６６ 

 

 

４． 役員の状況 

 

定  数 

機構に、役員として、理事長１人、副理事長２人、理事７人以内及び監事２人以内を置く。 

機構に、役員として、前項の理事のほか、非常勤の理事３人以内を置くことができる。 

 （核燃料サイクル開発機構法第１１条） 



 

（平成１７年９月 30 日現在） 

役 職 名 氏 名 任 期 主 要 経 歴 

理 事 長  平成１６年１月１日 

～核燃料サイクル開発 

機構解散の日 

昭和３５年 ３月 

平成 ７年 ６月 

平成 ９年 ６月 

 

平成１３年 ６月 

平成１５年 ６月 

平成１６年 １月 

慶應義塾大学経済学部卒業 

中部電力株式会社常務取締役 

同社取締役（常務待遇）電気事業連

合会専務理事 

永楽自動車株式会社取締役社長 

核燃料サイクル開発機構副理事長 

同機構 理事長 

副理事長 岸本 洋一郎 平成１５年１０月１日 

～核燃料サイクル開発 

機構解散の日 

昭和４０年 ３月 

 

平成 ５年 ４月 

 

平成 ９年１０月 

平成１０年１０月 

平成１５年１０月 

早稲田大学第一理工学部応用物理

学科卒業 

動力炉・核燃料開発事業団核燃料

施設計画部長 

同事業団大洗工学センター所長 

核燃料サイクル開発機構理事 

同機構 副理事長 

 木 阪  崇 司 平成１６年１月１日 

～核燃料サイクル開発 
機構解散の日 

昭和４６年 ６月 

平成１０年 ６月 

平成１３年 １月 

平成１４年 ４月 

平成１６年 １月 

東京大学工学部原子力工学科卒業 

科学技術庁長官官房審議官 

内閣府原子力安全委員会事務局長 

核燃料サイクル開発機構理事 

同機構 副理事長 

理 事 柳  澤    務 平成１５年１０月１日 

～核燃料サイクル開発 

機構解散の日 

昭和４７年 ３月 

 

平成１０年 ９月 

 

平成１２年 ７月 

 

平成１５年１０月 

東京大学大学院工学系研究科原子

力工学専門課程博士課程修了 

動力炉・核燃料開発事業団新型転

換炉ふげん発電所長 

核燃料サイクル開発機構大洗工学

センター 所長 

同機構理事 

 石  村    毅 平成１５年１０月１日 

～核燃料サイクル開発 

機構解散の日 

昭和４３年 ３月 

平成 ８年 ７月 

 

平成１０年１０月 

 

平成１５年１０月 

早稲田大学法学部卒業 

動力炉・核燃料開発事業団敦賀事

務所長 

核燃料サイクル開発機構敦賀本部

副本部長 

同機構理事 

 河田  東海夫 平成１５年１０月１日 

～核燃料サイクル開発 

機構解散の日 

 

 

昭和４４年 ３月 

 

平成１０年１０月 

 

平成１２年１０月 

 

平成１５年１０月 

東北大学大学院工学研究科原子核

工学専攻修士課程修了 

核燃料サイクル開発機構東海事業

所副所長 

同機構経営企画本部バックエンド

推進部長 

同機構理事 

 

 

 

 

 

 



 

役 職 名 氏 名 任 期 主 要 経 歴 

中島  一郎 平成１６年１０月１日 

～核燃料サイクル開発 

機構解散の日 

昭和４７年 ３月 

 

平成１０年１０月 

 

平成１５年 ４月 

平成１５年１０月 

大阪大学大学院工学研究科原子力

工学修了 

核燃料サイクル開発機構経営企画

本部企画部長 

同機構技術展開部長 

同機構理事 

 

菊 田   滋 平成１６年１０月１日 

～核燃料サイクル開発 

機構解散の日 

昭和４７年 ３月 

 

平成 ７年 ６月 

 

平成１５年 ８月 

平成１６年 １月 

早稲田大学大学院理工学研究科専

攻修士課程修了 

通商産業省 関東通産局 公益事

業部長 

核燃料サイクル開発機構監事 

同機構 理事 

昭和２４年 3 月 愛知県挙母高等女学校卒業 

（現職）評論家、日本文芸家協会会員、法務省司法

法制審議会委員、防衛医科大学評議会特別

評議委員、国立国際医療センター倫理委員

会委員 

上 坂  冬 子 

 

平成１６年１０月１日 

～核燃料サイクル開発 

機構解散の日 

 

 

 
平成１０年１０月 核燃料サイクル開発機構理事（非常

勤） 

理   事 

（非常勤） 

兒島 伊佐美 

 

平成１６年１０月１日 

～核燃料サイクル開発 
機構解散の日 

 

昭和３５年 ３月 

平成 ５年 ６月 

平成１２年 ６月 

 

平成１６年 ６月 

平成１６年 ７月 

 

東北大学法学部科卒業 

東京電力㈱理事 多摩支店長 

同社取締役 電気事業連合会副会

長 

日本原燃㈱ 代表取締役社長 

核燃料サイクル開発機構理事（非常

勤） 

監 事 河 野 二 郎 平成１７年４月１日 

～核燃料サイクル開発 

機構解散の日 

 

 

昭和４４年 ３月 

平成１０年１０月 

 

平成１３年１０月 

平成１７年 ４月 

早稲田大学政治経済学部政治学科

卒業 

核燃料サイクル開発機構敦賀本部

業務統括部長 

同機構業務部長 

核燃料サイクル開発機構監事 

 

 

 

５． 職員の状況 

 

核燃料サイクル開発機構の平成１７年９月末定員は２，２３３人。平成１７年度上期は、動力炉の開発

関連で６人、使用済燃料の再処理関連で４人、廃棄物処分研究の関連で２人、核燃料の開発関連で７

人、安全管理関連で４人、事務管理関連で３人、合計２６人の減員を行った。 

対前年度比は△１．２％である。 

 

 

 

 

 



 

（定員の推移）                                （単位：人） 

年      度 １３ 14 １５ １6 
１７ 

（上期） 

増      員    １１ 12 ２ １ ０ 

減      員 △２５２ △５2 △６２ △２７ △２６ 

年度末定員 ２，３８５ ２，３４５ ２，２８５ ２，２５９ ２，２３３ 

 

 

６． 設立の根拠となる法律名 

 

核燃料サイクル開発機構法（昭和４２年  法律第７３号） 

 

 

７． 主務大臣 

 

文部科学大臣及び経済産業大臣 

 

 

８． 原子力委員会に関する事項 

 

１） 業務内容 

原子力の研究、開発及び利用（以下「原子力利用」という。）に関する行政の民主的な運営を図る

ため、次の各号に掲げる事項について企画し、審議し、及び決定する。 

① 原子力利用に関する政策に関すること。 

② 関係行政機関の原子力利用に関する事務の調整に関すること。 

③ 関係行政機関の原子力利用に関する経費の見積り及び配分計画に関すること。 

④ 核燃料物質及び原子炉に関する規制に関すること（原子力安全委員会の所掌に属するものを

除く。）。 

⑤ 原子力利用に関する試験及び研究の助成に関すること。 

⑥ 原子力利用に関する研究者及び技術者の養成及び訓練（大学における教授及び研究に係るも

のを除く。）に関すること。 

⑦ 原子力利用に関する資料の収集、統計の作成及び調査に関すること。 

⑧ 前各号に掲げるもののほか、原子力利用に関する重要事項に関すること（原子力安全委員会の

所掌に属するものを除く。）。 

 

２） 構成員（平成１７年９月３０日現在） 

委 員 長 近 藤  駿 介 （常      勤） 

委員（委員長代理） 齊 藤  伸 三 （常      勤） 

委 員 木 元  教 子 （非  常  勤） 

委 員      町     末  男 （常      勤） 

委 員      前 田    肇 （非  常  勤） 

 

核燃料サイクル開発機構法第２７条において、第２４条に規定する機構の業務は、原子力委員会

の議決を経て主務大臣が定める基本方針に従って実施されなければならないと定められている。 

 

 



 

９． 運営審議会に関する事項 

 

１） 審議内容 

運営審議会は、理事長の諮問に応じ、次の各号に掲げる、機構の業務の運営に関する重要事

項を審議する。 

① 機構の業務の運営方針 

② 機構の事業の計画及び実績並びに予算及び決算等の概要 

③ 機構の業務の運営に関し、理事長又は運営審議会の会長が必要と認める事項 

 

２） 構成員（平成１７年９月３０日現在） 

会 長 秋元 勇巳 

委 員 長見 萬理野 

委 員 勝俣 恒久 

委 員 金子 熊夫 

委 員 草間 朋子 

委 員 グレゴリー クラーク 

委 員     笹岡 好和 

委 員 須藤 正克 

委 員 鳥井 弘之 

委 員 中島 篤之助 

委 員 平野 敏右 

委 員 山口 武平 

委 員 吉川 弘之 

 

核燃料サイクル開発機構法第２２条において、運営審議会は機構の業務の運営に関する重要

事項を審議し、理事長に対し意見を述べることができると定められている。 

 

３） 運営審議会の開催 

① 第 １回運営審議会 平成１０年１１月 ９日 東京にて開催 

② 第 ２回運営審議会 平成１１年 １月２６日 東京にて開催 

③ 第 ３回運営審議会 平成１１年 ３月２４日 東京にて開催 

④ 第 ４回運営審議会 平成１１年 ７月２７日 茨城にて開催 

⑤ 第 ５回運営審議会 平成１２年 ２月 ４日 東京にて開催 

⑥ 第 ６回運営審議会 平成１２年 ７月２６日 東京にて開催 

⑦ 第 ７回運営審議会 平成１３年 ２月 ８日 東京にて開催 

⑧ 第 ８回運営審議会 平成１３年 ５月１６日 東京にて開催 

⑨ 第 ９回運営審議会 平成１３年 ７月１３日 福井にて開催 

⑩ 第１０回運営審議会 平成１４年 ２月 ６日 東京にて開催 

⑪ 第１１回運営審議会 平成１４年 ７月１２日 東京にて開催 

⑫ 第１２回運営審議会 平成１４年１２月１９日 東京にて開催 

⑬ 第１３回運営審議会 平成１５年 ２月１９日 東京にて開催 

⑭ 第１４回運営審議会 平成１５年 ７月１５日 東京にて開催 

⑮ 第１５回運営審議会 平成１６年 ２月１９日 東京にて開催 

⑯ 第１６回運営審議会 平成１６年 ７月１４日 東京にて開催 

⑰ 第１７回運営審議会 平成１６年１２月 ３日 東京にて開催 

⑱ 第１８回運営審議会 平成１７年 ３月 ３日 東京にて開催 

⑲ 第１９回運営審議会 平成１７年 ８月２５日 東京にて開催 



 

 

 

１０． 沿  革 

 

・１９５６年（昭和３１年） ８月 核原料物質の開発及び核燃料物質の生産並びにこれらの物質の管

理を総合的かつ効率的に行い、原子力の開発及び利用の促進に寄

与することを目的として、原子燃料公社法（昭和３１年法律第９４号）

に基づき、「原子燃料公社」が設立される。 

・１９６７年（昭和４２年） １０月 原子燃料公社を改組し、「動力炉・核燃料開発事業団」が発足。 

・１９７０年（昭和４５年） ３月 大洗工学センター設置。 

 １２月 「敦賀建設準備事務所」を「敦賀建設事務所」に改組。 

・１９７２年（昭和４７年） ８月 ウラン濃縮遠心分離法がナショナルプロジェクトに指定される。 

・１９７７年（昭和５２年） ４月 高速実験炉「常陽」初臨界達成。 

・１９７８年（昭和５３年） ３月 新型転換炉「ふげん」最小臨界を達成。  

 ７月 「人形峠鉱業所」を「人形峠事業所」に変更。 

・１９７９年（昭和５４年） ４月 「敦賀建設事務所」を「新型転換炉ふげん発電所」に変更。 

・１９８１年（昭和５６年） １月 再処理工場本格運転を開始。 

・１９８２年（昭和５７年） ３月 ウラン濃縮パイロットプラント全面運転開始。 

・１９８５年（昭和６０年） １０月 「高速増殖炉もんじゅ建設準備事務所」を「高速増殖炉もんじゅ建設

所」に変更。 

・１９８６年（昭和６１年） １月 「敦賀事務所」を設置。 

 ４月 「中部探鉱事務所」を「中部事業所」に変更。 

・１９８９年（平 成 元 年） ５月 ウラン濃縮原型プラントが全面操業を開始。 

・１９９２年（平成 ４年） ４月 ガラス固化技術開発施設建設完了。 

・１９９４年（平成 ６年） ４月 「もんじゅ」初臨界達成。 

 ７月 「中部事業所」を「東濃地科学センター」に変更。 

・１９９５年（平成 ７年）１２月 「もんじゅ」ナトリウム漏えい事故発生。 

・１９９７年（平成 ９年） ３月 アスファルト固化処理施設火災・爆発事故発生。 

・１９９８年（平成１０年） １０月 動力炉・核燃料開発事業団を改組し、「核燃料サイクル開発機構」が

発足。「敦賀本部」を設置するとともに、「人形峠事業所」を「人形峠

環境技術センター」に変更。 

・１９９９年（平成１１年） ８月 地層処分放射化学研究施設（クオリティー）試験開始。 

 １１月 技術報告書「わが国における高レベル放射性廃棄物地層処分の技

術的信頼性－地層処分研究開発第２次取りまとめ－」を原子力委員

会に報告。 

・２０００年（平成１２年） １１月 東海再処理施設の運転を再開。 

・２００１年（平成１３年） ９月 ウラン濃縮技術開発を終了。 

・２００２年（平成１４年） ３月 原子力緊急時支援・研修センター設置。 

・２００２年（平成１４年） ４月   幌延深地層研究センターを設置。 

・２００２年（平成１４年） ７月 瑞浪超深地層研究所の建設に着工。 

・２００３年（平成１５年） ３月 新型転換炉「ふげん」運転終了。 

・２００４年（平成１６年）１１月  独立行政法人日本原子力研究開発機構法成立。  

・２００５年（平成１７年） ３月 「もんじゅ」ナトリウム漏えい対策等に係わる工事の準備工事開始。   

 

 



 

Ⅱ． 業務の実施状況 

 

 

１． 当該事業年度の業務の実施状況 

 

１ 高速増殖炉及びこれに関連する核燃料サイクル技術の研究開発 

 

（１） 高速増殖炉の研究開発 

高速炉サイクルシステム総合評価等のための調査・研究を行うとともに、「常陽」では材料の照射試験

等を実施した。 

「もんじゅ」では、安全対策のための改善を図るとともに、施設・設備の維持・管理等を行った。 

また、炉心・機器構造及び燃料材料等の高度化等に関する研究を行った。  

 

（２） 高速炉燃料再処理技術の研究開発 

再処理技術の調査・研究等を行った。 

 

（３） 高速炉燃料製造技術の研究開発 

燃料製造技術の調査・研究を行うとともに、燃料製造等を行った。 

 

 

２ 高レベル放射性廃棄物の処理処分技術の研究開発 

 

高レベル放射性廃液のガラス固化処理技術開発等を行うとともに、高レベル放射性廃棄物の地層処

分として、処分技術の信頼性向上、安全評価手法の高度化の研究開発を行った。 

また、深地層の研究施設計画を進めるとともに、地層処分研究の基盤となる地層科学研究を行った。 

 

 

３ 軽水炉再処理技術の研究開発 

 

軽水炉使用済燃料の再処理を実施するとともに、六ケ所再処理工場への技術支援等を行った。 

 

 

４ 環境保全対策 

 

（１） 低レベル放射性廃棄物の処理・貯蔵 

処理・貯蔵施設の建設等を行うとともに、減容安定化のための処理運転及び処理技術の研究開発

等を行った。 

 

（２） 低レベル放射性廃棄物の処分研究 

低レベル放射性廃棄物固化体の性能評価研究等を行った。 

 

（３） 施設等の解体技術の研究開発 

核燃料施設の解体技術の研究開発等を行った。 

 

（４） ウラン濃縮 

遠心機処理技術開発等の施設解体のための技術開発を実施するとともに、施設・設備の維持管理

等を行った。 



 

（５）  新型転換炉 

廃止措置研究を実施するとともに、施設・設備の維持管理等を行った。 

 

 

５ 安全確保の機能強化等 

 

（１） 施設、設備について総点検結果等を踏まえ必要な改善等及び安全教育を実施した。 

 

（２） 原子力緊急時支援・研修センターに係る業務を実施した。 

 

 

６  核物質管理、国際協力、技術協力等 

 

（１） 核物質防護設備の整備、保障措置研究開発、核不拡散対策についての調査・検討等を行った。 

 

（２） 国際特別研究員制度等による国際協力及び国内関係機関との協力、開発した成果等を基にした民間

への技術協力等を実施した。 

 

（３） ロシア余剰兵器プルトニウム処理処分のための研究開発を実施した。 

 

（４） 業務品質保証活動の推進に努めた。 

 

（５） 原子力の開発及びこれに関連する業務を行う者に研究施設等を開放するとともに、成果の普及を行い、

開かれた研究開発体制の充実を図った。 

 

（６） 受託業務を実施した。 

 

 

 

２． 過事業年度の業務の実施状況 

 

１ 高速増殖炉及びこれに関連する核燃料サイクル技術の研究開発 

 

（１） 高速増殖炉の研究開発 

高速実験炉「常陽」は、昭和５２年の初臨界以来、熱出力５万ｋＷ及び７．５万ｋＷでの増殖炉心（ＭＫ

－Ⅰ炉心）による運転を経て、昭和５８年から照射炉心（ＭＫ－Ⅱ炉心）として、熱出力１０万ｋＷでの照

射運転を開始し、平成１２年６月末にＭＫ－Ⅱ炉心での運転を終了した。その後、照射性能を向上させ

た高度化炉心（ＭＫ－Ⅲ炉心）への改造工事を平成１５年１１月に終了し、平成１６年５月に材料の照射

試験等のための運転を開始した。 

原型炉「もんじゅ」については、平成７年１２月のナトリウム漏えい事故の反省と教訓を踏まえて「もん

じゅ」の安全総点検を行い、平成１０年５月に終了した。引続きナトリウム漏えい対策に係る検討を行うと

ともに、摘出された課題のフォローアップを実施し、平成１２年１２月に福井県、敦賀市へ安全協定に基

づく「ナトリウム漏えい対策等に係る工事計画の事前了解願い」を提出、平成１３年６月６日に経済産業

省に原子炉設置変更許可申請を行い、平成１４年１２月２６日に変更許可が下りた。その後、平成１７年

２月７日に安全協定に基づく事前了解が得られ、同年３月より「もんじゅ」ナトリウム漏えい対策等に係わ

る工事の準備工事を開始した。 

また、ＦＢＲサイクル開発戦略調査研究の一環として、軽水炉に経済的に比肩し得る高速炉プラント



 

概念の構築及び実用化に向けた開発計画の策定を目指して、燃料、冷却材、炉型に関する調査・研

究を進めている。 

 

（２） 高速炉燃料再処理技術の研究開発 

高速炉燃料再処理の特有の課題を中心に、プロセス及び工程機器の研究開発を実施した。これら

の成果に基づき高速炉燃料再処理技術に係わるホット工学規模の試験施設であるリサイクル機器試験

施設（ＲＥＴＦ）の設計を行い、平成７年にＲＥＴＦの本格建設工事を開始した。 

また、ＦＢＲサイクル開発戦略調査研究の一環として、簡素化湿式再処理技術と乾式再処理技術の

調査研究を行うとともに、マイナーアクチニドの湿式分離研究を進めている。 

 

（３） 高速炉燃料製造技術の研究開発 

高速炉用混合酸化物燃料製造については、プルトニウム燃料第三開発室ＦＢＲラインにおいて平成

１５年４月より、「常陽」ＭＫ－Ⅲ第一次取替炉心用燃料製造（燃料集合体８５体）を開始して、平成１６

年７月に燃料集合体の官庁検査に合格し、当該燃料製造を完了した。 

平成１６年１０月からは、これまでに整備した設備の性能・特性の確認及び低密度燃料ペレットを安

定的に製造する上で必要な条件の把握を目的とした製造条件確認試験を開始した。また、東海事業

所プルトニウム燃料第三開発室等の施設について、平成１６年９月、核燃料物質の加工事業の許可申

請を行った。 

ＦＢＲサイクル開発戦略調査研究については、環境負荷低減等を目的に、ＦＢＲを利用してプルトニ

ウムと共にネプツニウム、アメリシウム等のマイナーアクチニドをリサイクルするための燃料製造設備の概

念検討を実施するとともに、燃料製造コストの低減を目的としてMOX燃料製造プロセスを大幅に削減し

た簡素化プロセス技術開発等を実施した。 

さらに、安定した燃料製造を実施するための燃料製造設備の更新工事、プルトニウム輸送技術開発、

廃棄物処理技術開発等を行った。 

 

 

２ 高レベル放射性廃棄物の処理処分技術の研究開発 

 

高レベル廃液のガラス固化技術開発施設の建設、運転を通じ、プラント規模での技術蓄積を行って

きた。 

高レベル廃棄物の地層処分研究開発および地層科学研究を実施し、それらの成果を技術報告書

（第２次取りまとめ）としてとりまとめ公表した。本報告書は原子力委員会により評価を受け、地層処分事

業の法律制定、処分事業実施主体の設立等の技術的拠り所となった。事業化段階に入ってからの研

究開発については、「原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画」（平成１２年）、関係機関との協

議等に基づく役割分担に沿って、サイクル機構の研究開発計画を策定した。この計画に基づき処分技

術の信頼性確認や安全評価手法の確立に向けた研究を進めている。特に、深地層の研究施設計画に

ついては、岐阜県瑞浪市において本格掘削設備（櫓等）を用いた研究坑道の掘削を開始し（平成１７年

２月）、北海道幌延町において地上施設の建設に着手した（平成１６年８月）。 

 

 

３ 軽水炉再処理技術の研究開発 

 

東海再処理施設において軽水炉使用済燃料及び新型転換炉「ふげん」使用済燃料の再処理を行

い、高い信頼性、経済性を目指した軽水炉再処理技術開発、廃棄物の処理技術の開発を実施した。 

 

 

 



 

４ 環境保全対策 

 

（１） 低レベル放射性廃棄物の処理・貯蔵 

東海事業所の低放射性廃棄物処理技術開発施設（ＬＷＴＦ）の建設を進めるとともに、クリプトン回収

技術開発施設等の運転管理を行ってきた。また、平成１４年３月に原子力委員会に報告した「低レベル

放射性廃棄物管理プログラム」等をもとに二法人統合後の廃棄物対策に係わる検討を原研と合同で進

めている。 

 

（２） 低レベル放射性廃棄物の処分研究 

低レベル放射性廃棄物処分システムの具体化に向け、性能評価研究、処分材料の高度化研究、核

種移行に係わるモデル検討等を行ってきた。また、電気事業者と協力してＴＲＵ廃棄物の処分概念に

係わる検討のとりまとめを進めている。さらに、ＲＩ・研究所等廃棄物の処分に向けて、（財）原子力研究

バックエンド推進センター（ＲＡＮＤＥＣ）の支援を行っている。 

 

（３） 施設等の解体技術の研究開発 

解体エンジニアリングシステムの構築とともに、データベースの整備を進めている。また、鉱山跡措置

について、施設の維持管理、恒久的措置の検討等を行っている。 

 

（４） ウラン濃縮 

ウラン濃縮原型プラントの運転を行い、全ての濃縮役務生産を平成１３年３月に終了した。また、遠心

機処理技術開発等の施設解体に係る技術開発を行った。 

 

（５） 新型転換炉 

「ふげん」は、平成１５年３月２９日に２５年にわたる運転を終了し、平成１５年９月に新型転換炉に関

する研究開発を終了した。その後、運転停止後の廃止措置に向けた研究開発を行った。 

 

 

５ 安全確保の機能強化 

 

平成９年３月に発生したアスファルト固化処理施設の火災・爆発事故等の反省と教訓を踏まえて、危

機管理体制の整備を進めるとともに、施設・設備の安全性の総点検、その結果を踏まえた必要な改善

等を実施した。また、原子力緊急時支援・研修センターに係る業務を実施した。 

 

 

６ 核物質管理、国際協力、技術協力等 

 

（１） 核物質管理においては施設設備の整備、教育の徹底を図るとともに、保障措置研究開発、輸送容器

等の研究開発、核不拡散対策についての調査検討等を実施した。 

 

（２） 協定等に基づく海外の原子力関係機関との国際協力、国際特別研究員制度等による海外の研究者

の招聘及びＩＡＥＡ、ＯＥＣＤなど国際機関への協力を実施した。 

 

（３） ロシア余剰兵器プルトニウム処理処分のための研究開発を実施した。 

 

（４） サイクル機構のすべての業務の「質」を向上するとの認識にたち、ＩＳＯ９００1 やＩＳＯ１４００１の精神を

盛り込んだ「業務品質管理規程」の下で、業務品質保証活動を展開した。 

 



 

（５） 原子力の開発及びこれに関連する業務を行う者に研究施設等を開放するとともに、成果の普及を行い、

開かれた研究開発体制の充実を図った。 

 

（６） 再処理施設の建設・運転等に関する技術協力、ウラン濃縮施設の建設・運転等に関する技術協力、

MOX 燃料加工施設の建設、運転等に関する技術協力、ＦＢＲシステム実用化戦略調査研究に関する

研究協力等を実施した。 

 

 

 

３． 借入金の状況 

 

平成１７年９月３０日現在の借入金額 

 

（単位：千円） 

借 入 先 借 入 金 額 

株 式会社み ずほコ ーポレ ート銀 行 

株 式 会 社 新 生 銀 行 

株 式 会 社 あ お ぞ ら 銀 行 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 

株 式 会 社 東 京 三 菱 銀 行 

株 式 会 社 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 

株 式 会 社 り そ な 銀 行 

３，６１３，２９０ 

１，３０８，０６０ 

３９９，５６０ 

２，２８９，４００ 

４６３，５８０ 

２，０５６，６９０ 

８５１，４２０ 

合 計 １０，９８２，０００ 

 

 

 

４． 財政投融資資金の状況 

 

該当なし 

 

 

 

５． 国庫補助金の状況 

 

平成１７年度において核燃料サイクル開発機構は、補助事業に要する経費に充てるための国庫補助

金５７，４５７百万円の交付を受けた。 

  

（核燃料サイクル開発機構補助金等交付額）            （単位：千円） 

年度 一  般  会  計 特  別  会  計 計 

１５ 

１６ 

１７ 

１３，８２５，５２４ 

１１，５０９，９１７ 

 ４，３９５，３２９ 

９３，８３０，２９３ 

９９，４９１，５２２ 

５３，０６１，７０５ 

１０７，６５５，８１７ 

１１１，００１，４３９ 

５７，４５７，０３４ 

 

 

 

 

 



 

Ⅲ． 子会社・関連会社の概況 

 

該当なし 

 

 

 

Ⅳ． 関連公益法人 

 

該当なし 

 

 

 

Ⅴ． 機構が対処すべき課題 

 

核燃料サイクル開発機構は、独立行政法人日本原子力研究開発機構法（平成１６年１２月３日法律第１

５５号）に基づき、独立行政法人日本原子力研究開発機構（以下、「機構」という。）の成立時において解散

する。核燃料サイクル開発機構と日本原子力研究所の有する権利義務を承継する機構においては、主務

大臣が指示する中期目標を達成するために機構が作成し主務大臣の認可を受ける中期計画に則り、事業

を着実かつ効率的に推進することとしている。 


